
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 

 

ご参加頂きたい方 

アジア諸国における個人データの移転をめぐる 
実務対応Ｑ＆Ａ 

２０１９年 １１月 ２８日（木） １３：３０～１７：００ 

１．中国 

（１）サイバーセキュリティ法（インターネット安全法） 

 ・情報ネットワーク運営者の主な義務 

 ・重要情報インフラの場合に追加される主な義務 

 ・現地法人をもつ日本企業にとってのポイント 

 ・制裁 

（２）個人情報セキュリティ仕様 

（３）国外移転の安全評価管理弁法案 

 ・個人情報と重要データの国外移転の安全評価管理弁法 

 ・安全評価を当局に報告しなければならないケース 

（４）国外移転安全評価指針 

２．ベトナム 

 （１）サイバーセキュリティ法 

   ・国内保存義務 

 （２）サイバーセキュリティ法以外の諸法 

３．韓国 

 （１）個人情報保護法 

４．台湾 

（１）個人データ保護法 

５．シンガポール 

  ・PDPA が適用されないケース／海外移転についてなど 

６．タイ 

 （１）2019 年 5 月施行の個人情報保護法 

 （２）国外移転の実務 

７．マレーシア 

   ・海外移転の規制など 

８．インドネシア 

 （１）規制の概要／移転についての規制など 

９．日本からアジアへの移転の実務 

 （１）個人情報保護法２４条の規制 

 （２）海外の法人への委託、現地法人との共同利用するために必要なこと 

１０．アジア諸国と日本との情報共有の実務 

 （１）ＥＵ諸国・米国を含めたグループ企業内での情報共有のために必要なこと 

 

※開催日までの最新の情報・動向に基づき、内容を一部変更させていただく場合がございます。 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

191600-0101（※） アジア諸国における個人データの移転をめぐる実務対応Ｑ＆Ａ 

３８，５００円（本体価格 ３５，０００円） 

税込・資料代含 

 

牛島総合法律事務所 パートナー 弁護士 影島 広泰 氏 

【略歴 】 一橋大学法学部卒業、 03 年弁護士登録、牛島総合法律事務所入所。 IT システム・ソフトウェアの開発・運用、個人情報・プライバシー、ネ

ット上のサービスや紛争に関する案件を中心に活躍中。実務視点のわかり易い講義に定評がある。日本経済新聞社「企業が選ぶ弁護士ランキング」 201 6 
年情報管理部門において、企業が選ぶランキング ２ 位。裁判所ウェブサイトで公開された最新判例の判決文を自動的に分析して Twitter に投稿する Bot 
（プログラム）を提供（（@kageshima ）。約 30 万ダウンロードの iPhone iPad 人気アプリ「ｅ六法」開発者。 「 法律家・法務担当者のための 
IT 技術用語辞典 」（ 商事法務 ）、「 個人情報保護法と企業法務 」（ 清文社 ）等、著書・論文多数。 

３５，２００円（本体価格 ３２，０００円） 

法務、総務、人事、情報セキュリティ部門、海外事業部門等関連部門のご担当者 
 


